
 

６/３被害調査報告会より「巨大津波と広域液状化からの復興に向けて」 

 
６月３日に被害調査報告会を行いました。そこでは、「巨大津波と広域液状化からの復興に向けて」と題し、専門分野ごと

に復旧・復興に向けた包括的な提案を行なうセクションを設けました。当初予定していた討議は残念ながら時間の都合上行

なうことはできませんでしたが、当社の各分野の専門家から復旧・復興に向けての解決策の提案が行われました。 
ここでは、当日司会を務めた磯山災害対策本部副本部長（当時）の趣旨説明とまとめ、当社特別顧問の樫山和男先生の

特別講演、そして佐伯災害対策本部長（当時）の全社員への呼びかけをご紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 趣旨説明 

                         災害対策本部副本部長 磯山龍二 

 

ここまで様々な方面にわたって被害を報告していただきましたが、実は我々が調べてきたことの

一部しか報告できないことや、業務対応で行っているので言えない部分もありました。その辺をカバ

ーする意味で、少し専門分野ごとに包括的な話をしていただきます。 

特に、今回突きつけられた課題に対してどうすれば良いか、復旧・復興にむけてどうしていった

ら良いのか、という提案を含めて提示していただきたいと思います。時間があれば討議もしたいので

すが、時間が無いので提示というところで終わってしまうと思いますが、ご了承ください。 

私からの発表は省略しますが、一つだけ。お手元の資料を見ていただきたいと思います。明治三

陸津波の遡上高さや被害、復興の事例などですが、これは土木学会の海岸工学委員会の HP に掲載し

てあるものです。津波防災の大家である首藤伸夫先生が、今回の震災の状況も踏まえて過去の事例を

豊富に比較検討されて、シリーズでたくさんの論文を発表されています。これは今回の震災復興にお

いて非常に貴重な資料となりますので、特に復旧・復興に関わる方々には是非熟読していただきたい

と思います。 

では、次の専門分野の方から、総括的なお話から今後の対応についてお話しいただきます。 

・河川・港湾事業部 ・・・・・・ 今後の地震・津波対策の進め方 

  ・都市・地域活性化事業部 ・・・ 津波被災市街地の状況と都市復興のあり方 

・保全・耐震・防災事業部 ・・・ 広域液状化被害を防ぐ 

・保全・耐震・防災事業部 ・・・ 下水道施設の復旧を早める 

注）これらの発表は、論文として、収録しました。 
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○特別講演：防災（津波・高潮災害）と計算工学 ～高品質計算(HQC)を目指して～ 
中央大学理工学部 都市環境学科計算力学研究室 教授 

樫山和男（当社特別顧問） 

１．はじめに 

「防災と計算工学」というタイトルでお話しさせていただき

ますが、私が言いたいことは一点です。「高品質計算：ハイクオ

リティーコンピューティング」を目指しましょうということで

す。 

私は 30 年前に卒業研究で津波のシミュレーションをやりま

した。それから 30 年たった今も大きくは進んでいないのです。

むしろ「もう津波のシミュレーション研究は終わったのではな

いか」という感があり、シミュレーション研究をやっている人

が少なくなっているのが現状です。しかし、30 年前と今とでは

コンピュータのスピードは 100 万倍も早くなっているのです。

それなのに、どうしてもっと進んでいかないのか・・と常々思っております。 

私はよく機械や航空の分野の人とつきあっていますが、土木は他分野に比べてコンピュータの進歩

が設計や計画にあまり活かされていないのではないかと思います。 

すごく高精度化すれば良いのかと言うと、ちょっと違います。フルで３次元解析をすれば、本当に

現象を再現できるのかもしれませんが、広域に適用するとなるとまだコンピュータのハードとソフト

の両面で実用的ではありません。ですから、そこは現状を見据えながら、できるだけ高品質に計算を

しようということで、お話ししたいと思います。  

つまり、実用を意識して「より正確にモデル化しましょう、より正確かつ高速に計算しましょう、

より正確に現象を把握しましょう」ということです。 

 
２．高品質計算を用いた津波シミュレーション 

１）今求められる津波シミュレーション 

シミュレーションは計画・設計において活かされなくてはならないので、まずは複雑な地形や構造

物の形状を正確に考慮する必要があると思います。 

今まで広域の津波シミュレーションでは、一般に構造物の形状というものは「粗度」という形で間

接的に考慮していました。粗度というのは構造物が壊れないという前提での抵抗として扱っています。

今回の震災で、我々は構造物が津波により破壊されていく過程を目の当たりにしたわけです。そうす

ると、やはり構造物の形状は少なくとも考慮して、それが壊れたら、瓦礫となって流れて行き、瓦礫

が構造物に当たって、さらに構造物に被害を与える・・・ということまでシミュレーションしないと、

今回の津波の被害も説明できないのではないでしょうか。ですから、「構造物の倒壊はせめて考慮しま

しょうよ」ということです。 

そうなるとこれまでに比べて計算時間がか

かりますので、高速に計算する必要がありま

すが、これにはいろいろなテクニックがあり

ます。また、計算結果をわかり易く見せるこ

とも大事だと思います。特に防災の教育とい

う意味では非常に大事です。 

 
２）ＧＩＳデータの活用 

様々な GIS のデータを使えば正確な地形

や構造物の形状データを作ることができます。

図２は、安政－南海地震で壊滅的な被害を受

けた地域のシミュレーションに用いた地形と

構造物のモデルですが、こういった構造物の 図１ GIS データの活用例 
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形状を粗度という形で表現していたのが、先ほ

どの鈴木副事業部長の説明にあった従来のシミ

ュレーション手法です。  

 
３）建物の形状・倒壊による影響の考慮 

我々は更に構造物の倒壊を考慮するため、図

３のように構造物の形状と配置を考慮しました。

ただし、この地区は電子データが無いので、紙

地図から電子化しました。このように一軒一軒

建物を見て、木造かコンクリートかを判断して

データ化しました。 

構造物が壊れるとそれが瓦礫となって流れま

すので、壊れた後にはちゃんとメッシュもでき

なければなりません。ですから、こういうメッ

シュを構造物の中にも組み込んで解析しました。

アニメーションがお見せできないので残念ですが、結果、構造物が倒壊して移流していく様が見える

わけです。あとでご関心のある方には、上映したいと思います。 

図３ 建物の形状の電子データ化          図４ 有限要素分割によるメッシュ化 

 
４）避難行動シミュレーション 

人的被害を予測するためには、避難行動シミュレーションということも併せてやります。この例で

は図６のように、地震が発生してから 25 分くらいまでに、避難を開始すれば全員助かります、とい

うことがわかるわけです。 

図５ シミュレーション結果               図６ 避難行動シミュレーション結果 

図２ 建物の形状を考慮した場合の 

  シミュレーション例(安政-南海地震) 
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５）建物の倒壊・流出による流体力増幅効果 

震災のテレビ映像を見て驚きましたが、津波で構造物が瓦礫となって流れる・・。海水が押し寄せ

てくるのではないのですね。この効果をやはり考慮しなければなりません。簡単な例ですが、構造物

を 2 つ直列に並べて、構造物が壊れるか壊れないか、瓦礫となって流れるか流れないか、この違いを

計算しました。 

図７は構造物が壊れないと仮定した場合です。この場合、後方の構造物に作用する流体力は、前方

の構造物に作用する流体力に比べてかなり小さくなります。 

これに対して前方の建物が壊れると、水位もあまり減衰しませんので、図８のように後方の構造物

は前方の構造物とほぼ同じ流体力を受けることになります。 

図７ 建物が倒壊しない場合の流体力         図８ 建物が倒壊・流出した場合の流体力 

 
さらに、建物が瓦礫となって、重い混相流体

となって流れて、当たっていくという効果を考

慮すると、2 回目のピークをむかえるのです。

そして、例えば構造物の倒壊の基準がこれくら

いだとすると、どんどん壊れていきます。この

結果から、ドミノ倒しのような現象が今回見ら

れたのは、瓦礫や漂流物の効果が大きかったの

ではないかということが言えます。 

 
６）高度なシミュレーションを可能とする技術 

計算負荷を軽減するためには、並列計算が有

効です。今は並列計算も簡単にできるようにな

り、かつ並列コンピュータもずいぶん安くなっ

てきたので、並列計算をどんどんやりましょう、

ということです。 

それから高品質な可視化という点では、

POV-Ray などのソフトがあります。こういった

フリーのソフトでも写真と見分けがつかないよ

うな品質で結果を表示できます。 

また、バーチャルリアリティー技術に基づく

立体視も、今は安価で実現できます。この映像

は、被験者がスクリーン画面の前に立つと向こ

うから洪水が来て、洪水現象を疑似体感できる

というものです。 

 

図９ 可視化手法例：POV-Ray 

図 10 おわりに 
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３．おわりに 

駆け足でお話ししてきましたが、この津波を契機に、ハイクオリティーコンピューティングをもう

すこし真剣にやっていったらいかがでしょうか？ やって行きませんか？ と最後に申し上げたいと

思います。 

 

 

○ まとめ 
災害対策本部副本部長 磯山龍二 

 

本来はここからディスカッションで議論を深めたかったのですが、時間が無いので、ここで終了し

たいと思います。 

現地調査は一応終わりました。災害査定およびそれに関する調査等、関係者の方々には相当頑張っ

ていただきまして、現在でも動いております。最新の話では山田町・宮古市の調査と復興計画が本格

的に動き出します。これから本日聞いておられる社員もかなりの確率で関係することになると思いま

すので、本日のようなアカデミックな議論もしながら、実際の現場で復興に当たって行きたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 
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○ 今後の復旧・復興への取り組み方 
災害対策本部長 佐伯光昭 

 
災害対策本部長としてみなさんにいろいろとご協力いただいたことについて、厚く御礼申し上げま

す。 

本日の報告を聞いていて感じたことが、2 つありますので、時間が無い中で、最後に指摘させてい

ただくわがままをお許しください。 

１つは、都市全体、インフラ全体のシステムの相互連関ということを考えたときに、田口さんの発

表された話のように、巨大地震の際に施設の機能維持をはかるために、それぞれ担当の専門分野の方々

が何を考え、何をなすべきかということです。システム全体の機能保持のために構成する各システム

側でどのような配慮が必要なのかについて、よく考え、機能発揮に係わるリスクを評価して、適切な

対策をとっていくことが重要だということです。  

２つ目は、今日の発表の中には、大変有益なシーズが含まれていたと思います。これから我々が優

れた技術で安全で快適な社会の創出に貢献するための有効なアイデアがいくつもありました。6 月 1

日の会社新年度から、新たに震災対策・復興企画部という組織を立ち上げますが、その中で、各事業

部においてどう具体的に R&D を進めて行くか、それらの優先順位をきちんとつけて行うことが大切

です。 

これらの推進は、わが国の地理的環境や自然環境を考えれば国防と並ぶ重要な国家目標である自然

災害の軽減にとって極めて有意義なことであり、我々の社会的な役割を果たすことになるのだという

認識を、社員一人一人が持っていただきたいのです。そして、コンサルタント技術者として、今回の

地震による未曽有の大震災の復旧・復興とこれからの関東、東海沖から紀伊半島、四国沖そして日向

灘、南西諸島沿いの日本海溝沿いの M8 超級の巨大地震への防災・減災対策の推進に向けて、参画し

うる環境下に身を置くことの意義を重く受け止め、どのように係わって社会に貢献して行くのか、一

人ひとりが真剣に考えていただきたいと思います  

わが国も 21 世紀の人口減少社会を迎えて、財源が厳しい状況の中で、どのように安全・安心でき

る社会の構築を進めて行くか、難しい課題が山積しています。このため、われわれの知恵と知的価値

を如何に発揮していくかが問われています。まさにインフラソリューションコンサルタントとしての

使命を自覚し、みなさん一人ひとりがその実践に努めていただきますようお願いいたします。 

以上 
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資料 

平成 23 年 3 月 16 日 

E・J グループ傘下会社 
役員・社員各位 

Ｅ・Ｊホールディングス(株) 代表取締役会長 
(株)エイト日本技術開発 代表取締役副社長 
E・J グループ東北・関東大震災対策本部長 

佐伯 光昭 
 

東北・関東大震災の復旧・復興の協力・支援に関する対処方針について 

 

去る 3 月 11 日に発生したマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地震による東北・関東大震災は、

わが国、有史以来、最大規模のいたましいものとなっています。おそらく犠牲者は 2 万人を超えるも

のと想定されます。心ならずも命を落とされた方々、そして 50 万人にも達する多数の被災者に対し、

心からのお悔やみとお見舞いを申し上げます。 

また、EJ グループの EJEC、KSC の仙台在住の役員、社員におかれましては、本人、ご家族の安全

は確認されたものの住居の被災やライフラインの機能の被害による生活への支障を受けられているこ

とに対しても、ここにお見舞いを申し上げます。 

一昨日、E・J ホールディングス㈱および㈱エイト日本技術開発の小谷代表取締役社長より、「東北・

関東大震災の復旧・復興に関する協力・支援へのお願い」が文書にて各位に表明されました。わたく

しは、E・J グループ全体の震災対策本部の長として、このマグニチュード 9.0 の巨大地震による未曽

有の大震災の復旧そして復興協力および支援の対応責任者の重責を担うことになりました。 

ここに、上記の小谷社長発の要請に応え、所期の目的の達成に向けて、各位のご理解とご協力を得

るために、去る 12 日（土）午後に開催しました第 1 回震災対策本部会議の結果を踏まえて、基本的な

対処の考え方を以下に明らかにすることとします。 

なお、これら復旧・復興に関する支援・協力などの展開に当たっては、従事していただく社員の安

全に万全を期すため、当本部が 

① 予断を許さない危機的な状況が拡大しつつある東京電力福島第一原子力発電所の被害の状況 

② 今後、発生の可能性が残されている M7～8 級の余震 

等の情報を時系列的に確実に把握しながら、現場作業に従事する社員の安全の確保に最大限努めて、

危機管理の徹底を図っていきます。このため携帯メールの活用、緊急地震速報の伝達を可能ならしめ

る措置など必要な対応を講じて行きます。 

この他、今回の地震の震源域を外れた北陸や中部山岳、東海地域、関東南部でのマグニチュード 6

超の内陸直下型地震も 3月 11日午後 2時 46分に発生した本震以降、断続的に生じていることにもEJEC、

KSC の中部支社、東京本社、同支社管内の各位には注意していただく必要があります。 

このような事態で、特に注意していただきたいのは、通常の豪雨災害や土砂災害、そして被害が局

地的であった阪神・淡路大震災とは異なる深刻な様相とリスクを抱えているということです。各職場

におかれてもテレビやラジオ、インターネット等での情報把握に努めていただくようお願いいたしま

す。 
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（1） グループ企業への支援活動の展開 

 まず、被災地域における EJEC および KSC の東北支社における就労環境に対する手当てを行いま

す。すでに EJEC では、13 日の日曜日に第一陣として斎藤保全・耐震・防災事業部長を団長とする支

援隊 5 名を 2 台の自動車で救援物資を積み込み、関越道から新潟、天童経由にて 12 時間をかけて仙台

市の東北支社に派遣しました。そして 17 日午後には、澤 取締役を団長とする 3 名が第二陣として岡

山本店を出発し、東北支社から要請のあった物資を送り込むこととしました。KSC では、今日 16 日、

名古屋で調達した必要な救援物資を東京本社より仙台の支社まで送ることと承っております。今後は、

EJEC、KSC ともに協力・連携して、両社東北支社の後方支援を行うことと考えています。 

 

（2） 国交省等と業界団体との間で締結されている災害対応協定への協力 

 （社）建設コンサルタンツ協会東北支部並びに関東支部等の業界団体が発注機関と締結している協

定に基づいて、復旧支援活動に積極的に参加協力して行きます。国交省直轄や県管理の河川や道路、

港湾、漁港施設などの被害状況調査への協力や災害査定、そして復旧設計とそれに関連した測量、地

盤調査などへの参画を積極的に働きかけて行きたいと考えております。すでに、14 日には EJEC 東北

支社岩本副支社長が（社）建設コンサルタンツ協会東北支部長（復建技術コンサルタント㈱ 遠藤社長）

に積極的な協力の申し入れを行うとともに、昨 15 日には同社の斎藤 保全・耐震・防災事業部長も旧

日技最後の東北支社長として旧知の同支部長に面談し同様な意向を表明していただきました。 

今後、被害の全体的な状況が明らかにされていく段階で、当グループ経営トップの国交省東北並び

に関東地方整備局幹部への積極的なアプローチも行う所存であります。 

 

（3） 被災地域への復旧・復興支援への働きかけ 

津波の襲来により壊滅的な被害を受けた地方公共団体への積極的な復旧・復興支援の働きかけで

す。特に、瓦礫などの災害ゴミの処理計画から始めて、地域づくり、まちづくりそしてそれらの基盤

となる上・下水道やガスなどライフライン施設の整備を原点に立ち戻って行う必要があります。これ

らの計画や調査、設計、施工監理までの復興事業に、当グループの幅広い技術分野と阪神・淡路大震

災の復興で発揮した特色ある実績を EJEC のグローカル・ビジネス本部と保全・耐震・防災事業部など

を主体に PR することにより、ワン・ストップ・ソルーション型のコンサルティング・サービスを展開

して行くことです。このプロセスでは PPP を活用した事業形態も視野に入れたプロモーションも積極

的に行っていくことが必要と考えています。 

 

（4） 今後の巨大地震災害への取組 

グループ内部の課題として、今回のマグニチュード M9.0 の巨大地震の発生による被害状況や当社

のその直後の対応で明らかになった問題点や課題、対処方策などを学習することです。そして、それ

らの結果を、今後、近い将来、発生が確実視されている「東海・東南海・南海地震」や「首都圏直下

型地震」の震前対策への事業展開に反映させるという観点から、当グループのこれからの主要な技術

～業容開発や人材育成戦略、そして発災後の業務継続計画（BCP：Business Continuity Plan）に反映さ

せていくことです。 

それにより、同業他社との差別化を実現し、これからの健全で持続可能な成長の“きっかけ”にしな

ければなりません。 

 

（5） 関連学会活動への積極的な参画 

  今回の大震災の様相、特徴、インフラ施設の津波以外の原因による被災の特徴や原因の究明や、
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復旧・復興に係わる事業の展開などに関する検討などの土木学会や地盤工学会など関連諸学会への活

動に、積極的に取り組むこともわれわれの専門職業人としての重要な使命であると認識して、できる

だけ参画していただきたいと思います。 

 

以上の取組には、当グループのすべての役員、社員が自らの使命として認識していただくことが前

提であることは言うまでもありません。上記、（2）、（3）の取組に対しては、グループ会社総体として

の協力、連携が不可欠であり、EJEC においても、必要に応じて営業職ならびに技術者の配置転換も積

極的に行なわなければならないものと思っております。 

なお、現時点では、上記の通り、東京電力福島第一原子力発電所の被害の拡大が最も懸念されると

ころです。これが最悪の事態となれば、広範な被災地域の復旧・復興事業の展開に大きな支障となり、

わが国ばかりでなく国際的にも経済活動に深刻な影響を及ぼす世界で初めての巨大複合災害となりま

す。特に、この先、（2）（3）の各種の現地調査が精力的に進められることになりますが、その対応に

当たっては、同発電所の事態の推移を注意深く見守り、関係当局の指示に従い、社員の健康を損ねる

リスクを最大限排除する必要があることは上記の通りです。 

さて、今回の大震災は高度に発達した文明の成果を享受してきた先進的な資本主義国において、初

めての大規模な津波襲来による人的、物的損害と高いエネルギー効率を誇ってきた原子力発電所の被

災という深刻な巨大災害の様相を示したものです。 

各位のこれからの対処の参考に、故 寺田寅彦博士がその随筆「天災と国防」の中で記述されている

文章の一部を添付資料に示しておきますので、お目通しいただければと思います。 

 私たちは、未曽有の東北・関東大震災の復旧・復興に関わるに当たり、この先哲の指摘をかけがえ

のない遺訓としてかみしめ、インフラ整備や国土保全など広く防災事業に従事するコンサルティン

グ・サービスを生業とする技術者として、一人ひとりが専門職業人としての高い志と矜持を擁して自

らの取り組むべき使命と考えて行動して行こうではありませんか！ 

 このことを通して、E・J グループの新たなブランドや企業文化の創出のきっかけになることを大い

に期待してやみません。 

以上 
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【添付資料】 出典：寺田寅彦：天災と国防 (初出：昭和 9 年 11 月 経済往来)， 

ワイド版岩波文庫 102，寺田寅彦随筆集、第 5 巻小宮豊隆編,1993.6 

 

「（前略）日本はその地理的の位置がきわめて特殊であるために国際的にも特殊な関係が生じいろいろな

仮想敵国に対する特殊な防備の必要を生じると同様に、気象学的、地球物理学的にもまた、きわめて特殊

な環境の支配を受けているために、その結果として特殊な天変地異に絶えず脅かされなければならない運

命のもとに置かれていることを一日も忘れてはならないはずである。 

地震、津波、台風のごとき西欧文明諸国の多くの国々にも全然無いとは言われないまでも、頻繁にわが

国のように劇甚な災禍を及ぼすことははなはだまれであると言ってもよい。わが国のようにこういう災禍

の頻繁であるということは一面から見ればわが国の国民性の上に良い影響を及ぼしていることも否定し難

いことであって、数千年来の災禍の試練によって日本国民特有のいろいろな国民性のすぐれた諸相が作り

上げられたことも事実である。 

しかしここで一つ考えなければならないことで、しかもいつも忘れられがちな重大な要項がある。それ

は、文明が進めば進むほど天然の暴威による災害がその劇烈の度を増すという事実である。（中略）文明が

進むに従って人間は次第に自然を征服しょうとする野心を生じた。そうして、重力に逆らい、風圧、水力

に抗するようないろいろの造営物を作った。そうしてあっぱれ自然の暴威を封じ込めたつもりになってい

ると、どうかした拍子に檻を破った猛獣の大群のように、自然があばれ出して高楼を倒壊せしめ、堤防を

崩壊させて人命を危うくし財産を滅ぼす。その災禍を起こさせたもとの起こりは天然に反抗する人間の細

工であると言っても不当ではないはずである、災害の運動エネルギーとなるべき位置エネルギーを蓄積さ

せ、いやが上にも災害を大きくするように努力しているものはたれあろう文明人そのものなのである。 

 もう一つ文明の進歩のために生じた対自然関係の著しい変化がある。それは人間の団体、なかんずくい

わゆる国家あるいは国民と称するものの有機的結合が進化し、その内部機構の分化が著しく進展して来た

ために、その有機系のある一部の損害が系全体に対してはなはだしく有害な影響を及ぼす可能性が多くな

り、時には一小部分の傷害が全系統に致命的となりうる恐れがあるようになったということである。 

（中略）それで、文明が進むほど天災による損害の程度も累進する傾向があるという事実を充分に自覚し

て、そして平生からそれに対する防御策を講じなければならないはずであるのに、それがいっこうにでき

ていないのはどういうわけであるか。そのおもなる原因は、畢竟そういう天災がきわめてまれにしか起こ

らないで、ちょうど人間が前車の顛覆を忘れたころにそろそろ後車を引き出すようになるからであろう。

（後略）」 
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